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＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。

当資料はファンドを取り巻く環境を説明したものであり、全てを網羅しているものではありません。
なお、当資料作成時点の運用担当者の見解であり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

1. 幅広い分散投資とディフェンシブな資産配分でリスク抑制

2. 当面は現金等比率の引き上げで資産保全を図る

ポイント

野村ターゲットインカムファンド
（資産成長型）（年3％目標分配型）（年6％目標払出型）

愛称：マイ・ロングライフ

～足元の運用状況と今後の運用方針～

１．幅広い分散投資とディフェンシブな資産配分でリスク抑制

足元のマーケットは、新型肺炎の感染拡大でヒトやモノの移動が制限されることによる経済活動の長

期停滞が懸念され、ほとんどの資産価格が激しい値動きを伴いながら大きく下落しています。

当ファンドは、世界各国の債券・株式・REITなど、様々な資産に幅広く分散投資を行なうことで、株

式やREIT、高利回り債券など単一資産の保有に比べて下落幅を抑えることができました。

また、世界景気が減速局面にあるとの判断を根拠に、昨年来ディフェンシブな資産配分を目指して

世界株式から世界債券へのシフトを進めてきました。それによって、大幅に下落した株式市場の影響

を一定程度抑えることができたと考えております。

ファンドと主な資産の騰落率(円ベース) 資産別配分の推移

期間：2020年1月17日～2020年3月17日

世界株式

世界債券

世界株式から
世界債券にシフト

期間：2018年1月～2020年2月、月次

（出所）Bloomberg等のデータを基に野村アセットマネジメント作成
※上記は「野村ターゲットインカムファンド（年3％目標分配型）」の運用実績についての説明です。
基準価額以外の主な資産は、基準価額算出日の前営業日のデータを使用しています。世界株式：MSCI ACWI Net Total Return Index、
世界REIT：S&P Global REIT Total Return Index、新興国債券：J.P. Morgan GBI-EM Global Diversified Composite、ユーロHY
債券：ICE BofA European Currency High Yield Constrained Index、世界債券：Bloomberg Barclays Global-Aggregate 
Total Return Index（各指数を野村アセットマネジメントが独自に円換算したものです）
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65.0%

その他高利回り資産

17.1% 14.1%

世界債券

15.2% 13.6%

世界株式

66.2%

現金等 1.5% 7.2%

資産名称
投資比率

(2/28)

投資比率

(3/17)

2 ．当面は現金等比率の引き上げで資産保全を図る

現在、市場参加者は各国による金融・財政両面からの政策対応に期待しながらも、新型肺炎の感

染拡大が招く世界景気後退に対する備えを優先している状況で、株式市場を中心に金融市場の

変動性が高い状態が続いています。

そのような環境下、当ファンドは昨年よりディフェンシブな資産配分としていたため大きな資産配分の

変更は行っていませんが、足元の金融市場の混乱に対応し、現金等の比率を引き上げるなどリスク

抑制を優先した資産配分で、大きな損失を抑えることを目指した運用を行っております。なお、当面

は市場環境を注視しつつ、現金等比率の段階的な引き上げを継続する方針です。また、中長期的

には、金融市場の動向に細心の注意を払いながら、投資価値を冷静に見極め、投資機会を追求し

ていく方針です。

値下がり抑制のために、市場環境によっては
現金等の配分比率を最大20％まで引き上げ

改めて確認したい、
当ファンドの「損失の抑制機能」

中長期での資産保全の為、市場環境によっては現金等の比率を高め、値下がりの抑制を目指します。

ファンドのパフォーマンスが市場混乱等によって下落が予想される場合は、現金等の比率を高め、ファンド全

体を低リスク化することがあります。

（注）上記はイメージ図であり、実際のファンドの運用成果等を示唆・保証するものではありません。
資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

市場環境が短期間で上昇に転じた場合には、
値上がりの機会を逃す可能性があります。

資産別配分の推移

2月末より、通常1％程度としている現
金等比率の引き上げにより、損失の抑
制を図っています。

当資料はファンドを取り巻く環境を説明したものであり、全てを網羅しているものではありません。
なお、当資料作成時点の運用担当者の見解であり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

※上記は「野村ターゲットインカムファンド（年3％目標分配型）」の運用実績についての説明です。

＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。
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＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。
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基準価額（分配金再投資）（左軸）

基準価額（左軸）

（円） （億円）

（年/月）

純資産総額（右軸）

先進国高配当株
※ 16.0%

新興国高配当株
※ 1.1%

債券総合型（世界債券全般） 15.0%

米国投資適格社債 2.9%

ユーロ建て債券等 4.2%

米国ハイ・イールド債券 1.9%

欧州ハイ・イールド債券等 17.5%

アジアハイ・イールド債券等 2.0%

先進国国債等 5.8%

米ドル建て新興国債券 4.8%

現地通貨建て新興国債券 12.0%

世界REIT 7.0%

バンクローン 8.2%

現金等 1.5%

期間 ファンド

1ヵ月 -1.8%

3ヵ月 0.0%

6ヵ月 1.6%

1年 6.3%

設定来 1.7%

騰落率

（分配金再投資）

2018年1月26日（設定日）～2020年3月18日、日次

基準価額の推移（年3％目標分配型）

基準価額（分配金再投資）とは、当初設定時より課税前分配金を再投資したものとして計算した価額であり、ファンドの収益率を測るためのもの
です。したがって、課税条件等によって受益者ごとに収益率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

2020年2月28日現在

設定来の運用実績

資産別配分

※株式プレミアム戦略を含みます。株式プレミアム戦略とは、保有する銘柄にかかるコール・オプション（買う権利）を売却し、売却による収入（オプ
ション・プレミアム）の獲得により、パフォーマンス向上を目指す戦略をいいます。一方で、株価が大きく上昇した際には、オプションにおける支払い等
が発生するため、損失が発生する場合があります。

・四捨五入のため、合計が100％とならない場合があります。

2020年2月28日現在

ж上記は代表として「野村ターゲットインカムファンド（年3％目標分配型）」を掲載しています。

各計算期間は、2020年2月28日
から過去に遡った期間としています。
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＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。
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基準価額（分配金再投資）（左軸）

基準価額（左軸）

（円） （億円）

（年/月）

純資産総額（右軸）

期間 ファンド

1ヵ月 -1.8%

3ヵ月 -0.0%

設定来 0.5%

騰落率

（分配金再投資）

期間 ファンド

1ヵ月 -1.8%

3ヵ月 -0.0%

設定来 0.4%

騰落率

（分配金再投資）

2019年10月1日（設定日）～2020年3月18日、日次

基準価額の推移（資産成長型）

基準価額（分配金再投資）とは、当初設定時より課税前分配金を再投資したものとして計算した価額であり、ファンドの収益率を測るためのもの
です。したがって、課税条件等によって受益者ごとに収益率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

2020年2月28日現在

各計算期間は、2020年2月28日
から過去に遡った期間としています。

設定来の運用実績

基準価額の推移（年6％目標払出型）

2020年2月28日現在

2019年10月1日（設定日）～2020年3月18日、日次

※上記期間において分配金実績はありません。

各計算期間は、2020年2月28日
から過去に遡った期間としています。
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＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。
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＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。

野村ターゲットインカムファンド
（資産成長型)/(年3％目標分配型)/(年6％目標払出型)

愛称：マイ・ロングライフ【ファンドの特色】

● 世界各国の債券等※1および世界各国の株式等※2を投資対象とする投資信託証券に投資します。

また、世界各国の不動産投資信託証券（REIT）および企業向け貸付債権（バンクローン）を投資対象とする

投資信託証券に投資する場合があります。

・投資する投資信託証券には、国内外の有価証券先物取引、オプション取引、スワップ取引等のデリバティブ取引および外国為替予約

取引等を活用するものを含みます。

※1 国債、政府機関債、地方債、国際機関債、社債＊、モーゲージ証券、資産担保証券、ハイ・イールド債およびこれらを投資対象とする

上場投資信託証券（ETF）など。新興国の政府、政府機関もしくは企業の発行する債券等（新興国債等）を含みます。

＊ハイブリッド証券（期限付劣後債、永久劣後債、優先証券、偶発転換社債）を含みます。

※2 普通株式、優先株式、DR（預託証書）およびこれらを投資対象とするETFなど。新興国の企業の発行する株式等（新興国株式等）を

含みます。

● 投資信託証券を主要投資対象とし、リスク水準を考慮しつつ、年率3％程度の利回り（コスト控除後）を確保することを

目指します。「年3％目標分配型」は、想定されるポートフォリオの利回り等をもとに各期の目標分配額を定め、その目標

分配額の実現を目指して運用を行なうことを基本とします。また、「年6％目標払出型」は、各期の目標分配額が目標分配

額決定時点の基準価額の年率6％（各決算時1％）程度となるように定めて分配（資金払出し）を行なうことを目指します。

● 投資する投資信託証券は、組入外貨建資産について為替変動リスクの低減を図ること※を基本とするもの、もしくは

これらに類するものを中心としますが、効率的に為替変動による収益を獲得する目的で外国為替予約取引等を活用

する投資信託証券に投資を行なう場合もあります。

※組入外貨建資産の純資産総額を主要国通貨換算した額とほぼ同額程度の主要国通貨売り円買いの為替取引を行なう場合を含みます。

● 投資信託証券への投資は、原則として高位を維持することを基本としますが、市場環境等によっては、短期有価証券等へ

直接投資を行なう場合があります。

● 投資信託証券への投資にあたっては、指定投資信託証券の中から、当運用への適合性を含む定性評価、定量評価等を

勘案して選択した投資信託証券に分散投資を行なうことを基本とします。

◆組入投資信託証券については適宜見直しを行ないます。

◆ 指定投資信託証券は、当運用への適合性を含む定性評価、定量評価等を勘案して、適宜見直しを行ないます。

この際、指定投資信託証券として指定されていた投資信託証券が指定から外れたり、新たな投資信託証券等が指定投資信託証券

として指定される場合もあります。

● 「年6％目標払出型」は、ファンドの基準価額（1万口あたり。支払済みの分配金累計額は加算しません。）が90営業日連続

して一定水準（3000円）以下となった場合には、短期有価証券、短期金融商品等の安定資産による安定運用に切り替える

ことを基本とします。

・市況動向等によっては安定運用への切り替えを速やかに行なうことができない場合があります。

・基準価額が90営業日連続して一定水準（3000円）以下となり安定運用に切り替えた場合には繰上償還します。

● ファンドは、複数の投資信託証券（ファンド）を投資対象とするファンド・オブ・ファンズです。

● 「資産成長型」 「年3％目標分配型」「年6％目標払出型」間でスイッチングができます。

● 分配の方針

◆ 「資産成長型」

原則、毎年5月および11月の15日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。

分配金額は、分配対象額の範囲内で、原則として基準価額水準等を勘案し、委託会社が決定します。

◆「年3％目標分配型」

原則、毎年1月、3月、5月、7月、9月および11月の15日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。

分配金額は、分配対象額の範囲内で、基準価額水準に関わらず原則として利子・配当等収益等の範囲内で委託会社が

決定します。ただし、基準価額水準等によっては、分配対象額の範囲内で、売買益等を分配する場合があります。

※ ファンドは目標分配額を定めておりますが、各期の分配対象額が目標分配額に満たなかった場合等には、目標分配額の分配ができない場合があります。

◆「年6％目標払出型」

原則、毎年1月、3月、5月、7月、9月および11月の15日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。

分配金額は、分配対象額の範囲内で、原則として基準価額水準等を勘案し、委託会社が決定します。

※ ファンドは目標分配額を定めておりますが、各期の分配対象額が目標分配額に満たなかった場合等には、目標分配額の分配ができない場合があります。

＊ 委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証する

ものではありません。

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。
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【投資リスク】

（2020年3月現在）

◆設定・運用は

ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、株式、債券、バンクローンおよびREIT（不動産投資信託

証券）等に実質的に投資する効果を有しますので、当該株式の価格下落、金利変動等による当該債

券およびバンクローンの価格下落、当該REITの価格下落や、当該株式の発行会社、当該債券および

バンクローンの発行体、および当該REITの倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下

落することがあります。また、外貨建資産に投資しますので、為替の変動により基準価額が下落する

ことがあります。

したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失

が生じることがあります。 なお、投資信託は預貯金と異なります。

※ファンドの基準価額の変動要因には、この他にも、デリバティブ取引に関するリスクなどがあります。
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

野村ターゲットインカムファンド
（資産成長型)/(年3％目標分配型)/(年6％目標払出型)

愛称：マイ・ロングライフ

【お申込メモ】 【当ファンドに係る費用】

●信託期間 無期限 ◆ご購入時手数料 ご購入価額に2.2％（税抜2.0％）以内で販売会社が独自に
(「年3％目標分配型」:2018年1月26日設定) 定める率を乗じて得た額
(「資産成長型」「年6％目標払出型」:2019年10月1日設定) ＜スイッチング時＞

●決算日および 「資産成長型」 販売会社が独自に定める率を乗じて得た額

　 収益分配 　　　年2回の決算時（原則、5月および11月の15日。休業日の ＊詳しくは販売会社にご確認ください。

　　　場合は翌営業日）に分配の方針に基づき分配します。 ◆運用管理費用 ファンドの純資産総額に年1.0175％（税抜年0.925％）の率を

「年3％目標分配型」「年6％目標払出型」    （信託報酬） 乗じて得た額が、お客様の保有期間に応じてかかります。

　　　年6回の決算時（原則1月、3月、5月、7月、9月および11月 ＊ファンドが実質的な投資対象とするREITは市場の需給に

　　　の15日。休業日の場合は翌営業日）に分配の方針に基づき より価格形成されるため、その費用は表示しておりません。

　　　分配します。 ＊投資対象とする投資信託証券においてETFに投資する
●ご購入価額 ご購入申込日の翌々営業日の基準価額 場合は、信託報酬に加え、投資するETFに関連する費用
●ご購入単位 1万口以上1口単位（当初元本1口＝1円）または がかかります。

1万円以上1円単位 ◆その他の費用・手数料 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、
（ご購入コースには、分配金を受取る一般コースと、分配金が 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用、ファンドに
再投資される自動けいぞく投資コースがあります。 関する租税等がお客様の保有期間中、その都度かかります。
原則、ご購入後にご購入コースの変更はできません。） ※これらの費用等は運用状況等により変動するため、事前
※お取扱いコース、ご購入単位は販売会社によって異なる場合があります。 に料率・上限額等を示すことができません。

●ご換金価額 ご換金申込日の翌々営業日の基準価額から信託財産留保額を ◆信託財産留保額 1万口につき基準価額に0.2％の率を乗じて得た額
差し引いた価額    （ご換金時、スイ ッチングを含む）

●スイッチング 「資産成長型」「年3％目標分配型」「年6％目標払出型」間で 上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に
スイッチングができます。 応じて異なりますので、表示することができません。
※販売会社によっては、一部または全部のスイ ッチングのお取扱いを行なわない場合が ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。
あります。

●お申込不可日 販売会社の営業日であっても、申込日当日あるいは申込日の
翌営業日が下記のいずれかの休業日に該当する場合には、
原則、ご購入、ご換金、スイッチングの各お申込みができません。
・ニューヨーク証券取引所　　　・ロンドン証券取引所

・ニューヨークの銀行　　　    　・ロンドンの銀行
●課税関係 個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに換金時

（スイッチングを含む）および償還時の譲渡益に対して課税され
ます。ただし、少額投資非課税制度などを利用した場合には課税

されません。なお、税法が改正された場合などには、内容が変更
になる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
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●MSCI ACWI Net Total Return IndexはMSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属し

ます。また、MSCIは同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

●S&P Global REIT Total Return Indexに関する一切の知的財産権その他一切の権利はスタンダード＆プアーズファイナンシャルサービシーズエルエ

ルシーに帰属しております。

●J.P. Morgan GBI-EM Global Diversified Compositeは、J.P.Morgan Securities LLCが公表している、現地通貨建のエマージング・マーケット

債を対象としたインデックスであり、その著作権および知的財産権は同社に帰属します。

●「ICE BofA European Currency High Yield Constrained Index SM/®」は、ICE Data Indices, LLCまたはその関連会社（「ICEデー

タ」）の登録商標です。ファンドは、ICEデータによって支持・推奨・販売・販売促進されるものではなく、また、ICEデータは当ファンドに関して一切の責任

を負いません。

●ブルームバーグは、ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピーの商標およびサービスマークです。バークレイズは、ライセンスに基づき使用されているバークレイズ・

バンク・ピーエルシーの商標およびサービスマークです。ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピーおよびその関係会社（以下「ブルームバーグ」と総称しま

す。）またはブルームバーグのライセンサーは、ブルームバーグ・バークレイズ・インデックスに対する一切の独占的権利を有しています。

＜当資料で使用した市場指数の著作権等について＞

【当資料について】

当資料は、ファンドに関する参考情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。

当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

当資料中の記載事項は、全て当資料作成時以前のものであり、事前の連絡なしに変更されることがあります。

当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。

【お申込みに際してのご留意事項】

ファンドは、元金が保証されているものではありません。

ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。

投資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。

投資信託は預金保険の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金制度が適用されま
せん。

お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判
断ください。

8 / 10



お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

※販売会社によっては一部のファンドのみのお取り扱いとなる場合があります。

野村ターゲットインカムファンド
愛称：マイ・ロングライフ

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第6号 ○

株式会社十六銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社十八銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第2号 ○

株式会社親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

株式会社あおぞら銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第8号 ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第6号 ○

株式会社宮崎太陽銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第10号 ○

労働金庫連合会 登録金融機関 関東財務局長（登金）第269号

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

ごうぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第43号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○
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以下は、取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です。

お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

※販売会社によっては一部のファンドのみのお取り扱いとなる場合があります。

野村ターゲットインカムファンド
愛称：マイ・ロングライフ

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社北洋銀行
(委託金融商品取引業者 北洋証券株式会社)

登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社鹿児島銀行
(委託金融商品取引業者 九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○

株式会社肥後銀行
(委託金融商品取引業者 九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

北海道労働金庫 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第38号

株式会社三菱ＵＦＪ銀行
(委託金融商品取引業者 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

東北労働金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第68号

中央労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第259号

新潟県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第267号

長野県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第268号

静岡県労働金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第72号

北陸労働金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第36号

東海労働金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第70号

近畿労働金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第90号

中国労働金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第53号

四国労働金庫 登録金融機関 四国財務局長（登金）第26号

九州労働金庫 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第39号

沖縄県労働金庫 登録金融機関 沖縄総合事務局長(登金）第8号
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